様式３
調査委託契約書
１．調査研究の題目
２．目的及び内容
３．調査研究の種類　　　　使用成績調査　・　特定使用成績調査　・　副作用・感染症調査
４．調査研究期間　　　　西暦　　　年　　月　　日　　～　　西暦　　　年　　月　　日
（報告期限　西暦　　　年　　月　　日）
５．委 託 契 約 料　     　　　　　　　　　　　　　　　円　（消費税別途）
６．調査予定例数　　　　　　　　　　　　　　　症例（　　　　　　　件）
７．診療科等責任者
診療科等名　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
８．報告者氏名
診療科等名　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
９．試験分担医師（複数の場合は全員の所属、職名及び氏名）
診療科等名　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
診療科等名　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
診療科等名　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
上記調査研究の委託について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を甲
大阪市立大学医学部附属病院　を乙とし、次の条項により委託契約を締結する。






     
（ 総 則 ）             
第１条  甲は頭書の委託契約料を乙に支払う。
２．乙は頭書の調査研究期間中に、頭書の目的及び内容による調査研究（以下「調査研究」という。）を完了しなければならない。
３．乙は、委託契約料の範囲内で調査研究にかかる経費の執行管理及び関連業務を行うものとする。
（委託契約料）
第２条　甲はこの契約が締結されたときは、乙の指定する期日までに委託契約料を乙の指定する銀行口座に納入しなければならない。
２．甲が委託契約料を前項の指定期日までに納入しないときは、乙は契約を解除することができる。
３．第１項の委託契約料は第３条の規定に該当する場合精算するものとする。
４．委託契約料に係る消費税は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び
　同法第７２条の８３の規定に基づき、新しい税率により算定するものとする。
（委託業務の中止及び変更等）
第３条　乙は止むを得ない事由により調査研究の遂行が困難になったときは、不要となった経費の額の範囲内において、契約の解除又は一部の変更を行なうことができる。
２．乙が特定使用成績調査の実施中、多額の費用を要し委託契約料に不足が生じると認める時は、甲乙協議のうえ、研究の中止又は続行のための委託契約料の増額を決定し契約の変更を行なうものとする。
（物品及び権利などの所有）
第４条
委託契約料により取得した物品及び設備等は乙に帰属する。
２．この契約により生ずる特許権及び実用新案権その他これらに準ずる権利は、甲乙の協議により定める。
（危険負担）
第５条
この契約履行に際し発生する一切の損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は甲の負担とする。ただし、乙の重大な責に帰する理由による場合はこの限りでない。
（研究等の報告）
第６条　乙は調査研究が完了したとき（中止したときも含む。）は甲に対し、所定の事項を記入した調査票又は文書により報告するものとする。
（ＧＰＳＰの遵守）
第７条　甲及び乙はこの契約の履行にあたっては、原則として「医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令」を遵守すること。
（調査費用の公表）

第８条　甲は、甲が乙に対して本契約及び本契約に付帯する契約に基づき支払う費用について、日本製薬工業

協会の「企業活動と医療機関等の関係の透明性ガイドライン」に基づき、開示することができる。
（その他）
第９条　この契約に定めのない事項又は擬義が生じたときは、甲乙協議のうえ、処理するものとする。
上記契約の締結を証するためこの契約書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自その１通を保有する。
西暦　　　　年　　　月　　　日
（甲）　　所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（乙）　　大阪市阿倍野区旭町１－５－７
大阪市立大学医学部附属病院
病 院 長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
